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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２－メチル－１，３－プロパンジオール１００モル部、３－メチル－１，５－ペンタン
ジオール１０～１０００モル部、及びその他の脂肪族ジオール０～１０００モル部からな
るジオール成分（ａ）、アジピン酸１００モル部、及びその他の有機ジカルボン酸０～１
００モル部からなる有機ジカルボン酸成分（ｂ）、並びに、一価の脂肪族アルコール又は
一価の脂肪族有機酸からなる末端停止剤（ｃ）を反応させて得られる、数平均分子量が５
００～５０００であるポリエステル系可塑剤。
【請求項２】
　塩素含有樹脂１００質量部、請求項１記載のポリエステル系可塑剤１０～１００質量部
、及びその他の添加剤成分０～１００質量部からなる塩素含有樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、特定のポリエステル系可塑剤及び該可塑剤を含有する塩素含有樹脂組成物に関
し、詳しくは、２－メチル－１，３－プロパンジオールと３－メチル－１，５－ペンタン
ジオールとを必須成分とするジオール成分、アジピン酸を必須成分とする有機ジカルボン
酸成分、及び末端停止剤を反応させて得られるポリエステル系可塑剤、並びに該可塑剤を
含有する塩素含有樹脂組成物に関する。
【０００２】
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【従来の技術及び発明が解決しようとする課題】
脂肪族ジオール及び脂肪族ジカルボン酸から得られるポリエステル化合物は、合成樹脂の
可塑剤として有用であり、特に塩化ビニル系樹脂等の塩素含有樹脂の可塑剤として広く用
いられている。
【０００３】
脂肪族ジオールとして２－メチル－１，３－プロパンジオールを用いることにより低温柔
軟性を改善したポリエステル系可塑剤が、下記特許文献１に報告されている。しかし、こ
のポリエステル系可塑剤は、可塑化効率が低く、また、塩素含有樹脂に充分な耐油性を付
与することができるものではなかった。
【０００４】
従って、本発明の目的は、可塑化効率に優れ、且つ塩素含有樹脂等の合成樹脂に優れた耐
油性を付与することができるポリエステル系可塑剤、及び該ポリエステル系可塑剤を含有
する塩素含有樹脂組成物を提供することにある。
【０００５】
【特許文献１】
特開昭６１－７８８２７号公報
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者等は、検討を重ねた結果、特定の原料から得られるポリエステル化合物が、上記
課題を解決し得ることを知見した。
【０００７】
　本発明は、上記知見に基づいてなされたものであり、２－メチル－１，３－プロパンジ
オール１００モル部、３－メチル－１，５－ペンタンジオール１０～１０００モル部、及
びその他の脂肪族ジオール０～１０００モル部からなるジオール成分（ａ）、アジピン酸
１００モル部、及びその他の有機ジカルボン酸０～１００モル部からなる有機ジカルボン
酸成分（ｂ）、並びに、一価の脂肪族アルコール又は一価の脂肪族有機酸からなる末端停
止剤（ｃ）を反応させて得られる、数平均分子量が５００～５０００であるポリエステル
系可塑剤を提供するものである。
　また、本発明は、塩素含有樹脂１００質量部、上記ポリエステル系可塑剤１０～１００
質量部、及びその他の添加剤成分０～１００質量部からなる塩素含有樹脂組成物を提供す
るものである。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。
本発明のポリエステル系可塑剤は、ジオール成分（ａ）、有機ジカルボン酸成分（ｂ）及
び末端停止剤（ｃ）を反応させて得られる。
【０００９】
上記のジオール成分（ａ）は、２－メチル－１，３－プロパンジオール及び３－メチル－
１，５－ペンタンジオールを必須成分とし、その他の脂肪族ジオールを任意成分とする、
脂肪族ジオールの混合物からなる。
【００１０】
上記のその他の脂肪族ジオールとしては、エチレングリコール、１，２－プロパンジオー
ル、１，３－プロパンジオール、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、３－メチル－２，４－ペンタンジオ
ール、２，４－ペンタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，４－ジエチル－１，
５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、３，５
－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、２－メチル－１，８－オクタンジオー
ル、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール等が挙げられる。
【００１１】
上記のジオール成分（ａ）における３－メチル－１，５－ペンタンジオールの使用量は、
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２－メチル－１，３－プロパンジオール１００モル部に対して、１０～１０００モル部で
あり、１０～２００モル部が好ましく、２０～１００モル部がより好ましい。１０モル部
より少ないと充分な低温柔軟性を得ることができず、１０００モル部を超えると耐油性が
悪化する。
【００１２】
上記のジオール成分（ａ）におけるその他の脂肪族ジオールの使用量は、２－メチル－１
，３－プロパンジオール１００モル部に対して、０～１０００モル部であり、０～５００
モル部が好ましく、０～２００モル部がより好ましい。１０００モル部を超えると優れた
可塑化効率や耐油性が得られなくなる。
【００１３】
また、前記の有機ジカルボン酸成分（ｂ）は、アジピン酸を必須成分とし、その他の有機
ジカルボン酸を任意成分とするものである。
【００１４】
上記のその他の有機ジカルボン酸としては、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸
、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、２－メチルコハ
ク酸、２－メチルアジピン酸、３－メチルアジピン酸、３－メチルペンタン二酸、２－メ
チルオクタン二酸、３，８－ジメチルデカン二酸、３，７－ジメチルデカン二酸、水添ダ
イマー酸等の脂肪族ジカルボン酸類、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、オルトフ
タル酸、ナフタレンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸類、１，２－シクロペンタンジ
カルボン酸、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン
酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、１，
４－ジカルボキシルメチレンシクロヘキサン等の脂環式ジカルボン酸が挙げられる。
【００１５】
これらのその他の有機カルボン酸の使用量は、アジピン酸１００モル部に対して、０～１
００モル部であり、０～５０モル部が好ましく、０～２０モル部がより好ましい。１００
モル部を超えると優れた可塑化効率や耐油性が得られなくなる。
【００１６】
前記の末端停止剤（ｃ）は、一価の脂肪族アルコール又は一価の脂肪族有機酸からなる。
一価の脂肪族アルコールとしては、メタノール、エタノール、１－プロパノール、２－プ
ロパノール、ブタノール、２－ブタノール、イソブチルアルコール、第三ブチルアルコー
ル、アミルアルコール、ヘキサノール、イソヘキサノール、ヘプタノール、２－ヘプタノ
ール、オクタノール、イソオクタノール、２－エチルヘキサノール、ノナノール、イソノ
ナノール、デカノール、イソデカノール、ウンデカノール、イソウンデカノール、ドデカ
ノール、ベンジルアルコール、２－ブチルオクタノール、２－ブチルデカノール、２－ヘ
キシルオクタノール、２－ヘキシルデカノール、ステアリルアルコール、２－オクチルデ
カノール、２－ヘキシルドデカノール、２－オクチルドデカノール、２－デシルテトラデ
カノール、トリデシルアルコール、イソトリデシルアルコール等が挙げられ、これらは単
独で又は二種類以上の混合物として用いられる。
【００１７】
一価の脂肪族有機酸としては、蟻酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ酪酸、吉草酸、カ
プロン酸、カプリル酸、２－エチルヘキサン酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、ネオデカン
酸、ウンデカン酸、ラウリン酸、トリデカン酸、ミリスチン酸、ペンタデカン酸、パルミ
チン酸、マルガリン酸、ステアリン酸、やし油脂肪酸等が挙げられ、これらは単独で又は
二種類以上の混合物として用いられる。
【００１８】
　上述したジオール成分（ａ）、有機ジカルボン酸成分（ｂ）及び末端停止剤（ｃ）を反
応させてなる本発明のポリエステル系可塑剤は、数平均分子量が５００～５０００であり
、好ましくは５００～３０００、より好ましくは１０００～３０００である。５００より
小さいと揮散性、ブリード、移行等の問題が起こり、５０００より大きいと相溶性及び柔
軟性の悪化が起こる。
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【００１９】
また、本発明のポリエステル系可塑剤の粘度は、特に制限を受けるものではなく、用途や
使用方法に応じて任意に設定できる。本発明のポリエステル系可塑剤を塩素含有樹脂の可
塑剤として使用する場合、粘度は通常１００～５０００ｍＰａ・ｓである。また、酸価は
１以下であることが好ましく、水酸基価は３０以下であることが好ましい。
【００２０】
　ジオール成分（ａ）、有機ジカルボン酸成分（ｂ）及び末端停止剤（ｃ）を反応させて
本発明のポリエステル系可塑剤を製造する方法は、特に制限を受けるものではなく、周知
一般のポリエステルの製造方法を適用することができる。該製造方法としては、ジオール
と有機ジカルボン酸とを直接縮合させる方法、ジオールと有機カルボン酸の低級アルキル
エステルとのエステル交換を用いる方法、ジオールと有機カルボン酸ハライドとを縮合さ
せる方法等が挙げられる。これらの製造方法における反応には、エステル化触媒を用いて
もよく、無触媒でもよい。末端停止剤（ｃ）も同様のエステル化反応を用いて導入される
。また、ジオール成分（ａ）、有機ジカルボン酸成分（ｂ）及び末端停止剤（ｃ）のモル
比は任意であり、数平均分子量が５００～５０００になるように設定される。
【００２１】
上記のエステル化触媒としては、硫酸、リン酸、塩化亜鉛、ベンゼンスルホン酸、ｐ－ト
ルエンスルホン酸、４－クロロベンゼンスルホン酸等の酸性触媒；テトラメトキシチタン
、テトラエトキシチタン、テトライソプロポキシチタン等のアルコキシチタン化合物；ポ
リヒドロキシチタンステアレート、ポリイソプロポキシチタンステアレート等のチタンア
シレート化合物；チタンアセチルアセテート、トリエタノールアミンチタネート、チタン
アンモニウムラクテート、チタンエチルラクテート、チタンオクチレングリコレート等の
チタンキレート化合物；ジブチルスズジラウレート、ジブチルスズオキサイド、ジブチル
スズジアセテート等のスズ化合物；酢酸マグネシウム、酢酸カルシウム、酢酸亜鉛等の酢
酸金属塩；酸化アンチモン、酸化ジルコニウム等の金属酸化物等が挙げられ、これらは単
独で又は組み合わせて用いられる。
【００２２】
また、本発明のポリエステル系可塑剤においては、ジオール成分（ａ）、有機ジカルボン
酸成分（ｂ）及び末端停止剤（ｃ）とともに、必要に応じて、その他の原料を反応させて
もよい。その他の原料としては、１２－ヒドロキシステアリン酸、（ポリ）１２－ヒドロ
キシステアリン酸、４－ヒドロキシ安息香酸、ポリ４－ヒドロキシ安息香酸等のヒドロキ
シ酸；トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ヘキシトール類、ペンチトール
類、グリセリン、ポリグリセリン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、テ
トラメチロールプロパン等の三価以上のアルコール化合物；トリメリト酸、トリメシン酸
等のトリカルボン酸類等が挙げられる。その他の原料は、ジオール成分（ａ）、有機ジカ
ルボン酸成分（ｂ）及び末端停止剤（ｃ）の合計量１００モル部に対し、１０モル部以下
で用いるのが好ましい。
【００２３】
本発明のポリエステル系可塑剤は、合成樹脂、特に塩素含有樹脂に好適に使用されるもの
である。
【００２４】
本発明の塩素含有樹脂組成物は、塩素含有樹脂１００質量部、上述した本発明のポリエス
テル系可塑剤１０～１００質量部、及びその他の添加剤成分０～１００質量部からなる。
【００２５】
上記の塩素含有樹脂としては、例えば、ポリ塩化ビニル、塩素化ポリ塩化ビニル、ポリ塩
化ビニリデン、塩素化ポリエチレン、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－エ
チレン共重合体、塩化ビニル－プロピレン共重合体、塩化ビニル－スチレン共重合体、塩
化ビニル－イソブチレン共重合体、塩化ビニル－塩化ビニリデン共重合体、塩化ビニル－
スチレン－無水マレイン酸三元共重合体、塩化ビニル－スチレン－アクリロニトリル三元
共重合体、塩化ビニル－ブタジエン共重合体、塩化ビニル－イソプレン共重合体、塩化ビ
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ニル－塩素化プロピレン共重合体、塩化ビニル－塩化ビニリデン－酢酸ビニル三元共重合
体、塩化ビニル－マレイン酸エステル共重合体、塩化ビニル－メタクリル酸エステル共重
合体、塩化ビニル－アクリロニトリル共重合体、塩化ビニル－各種ビニルエーテル共重合
体等の塩素含有樹脂、及びこれらの相互のブレンド品、更に、これらの塩素含有樹脂と塩
素を含まない合成樹脂、例えば、アクリロニトリル－スチレン共重合体、アクリロニトリ
ル－スチレン－ブタジエン三元共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－エ
チル（メタ）アクリレート共重合体、ポリエステル等との、ブレンド品、ブロック共重合
体、グラフト共重合体等が挙げられる。
【００２６】
本発明の塩素含有樹脂組成物において、本発明のポリエステル系可塑剤の使用量は、用途
により必要な柔軟性を付与できる範囲であればよく、上記の塩素含有樹脂１００質量部に
対して、通常１０～１００質量部である。
【００２７】
前記のその他の添加剤成分としては、本発明のポリエステル系可塑剤以外の可塑剤；β－
ジケトン化合物；絶縁性向上剤；各種金属塩；ポリオール類；エポキシ化合物；有機ホス
ファイト化合物、フェノール系又は硫黄系抗酸化剤；紫外線吸収剤；ヒンダードアミン系
光安定剤；無機系安定剤；充填剤；防曇剤；防霧剤；安定化助剤；有機スズ化合物等の、
周知一般の添加剤成分が挙げられる。
【００２８】
本発明のポリエステル系可塑剤以外の可塑剤としては、例えば、ジブチルフタレート、ブ
チルヘキシルフタレート、ジヘプチルフタレート、ジオクチルフタレート、ジイソノニル
フタレート、ジイソデシルフタレート、ジラウリルフタレート、ジシクロヘキシルフタレ
ート、ジオクチルテレフタレート等のフタル酸系可塑剤；ジオクチルアジペート、ジイソ
ノニルアジペート、ジイソデシルアジペート、ジ（ブチルジグリコール）アジペート等の
アジピン酸系可塑剤；テトラヒドロフタル酸系可塑剤、アゼライン酸系可塑剤、セバチン
酸系可塑剤、ステアリン酸系可塑剤、クエン酸系可塑剤、トリメリット酸系可塑剤、ピロ
メリット酸系可塑剤、ビフェニレンポリカルボン酸系可塑剤が挙げられる。これらの可塑
剤の使用量は、本発明のポリエステル系可塑剤１００質量部に対して、１００質量部以下
とするのが好ましい。
【００２９】
上記のβ－ジケトン化合物としては、例えば、ジベンゾイルメタン、ベンゾイルアセトン
、ステアロイルベンゾイルメタン、カプロイルベンゾイルメタン、デヒドロ酢酸、トリベ
ンゾイルメタン、１，３－ビス（ベンゾイルアセチル）ベンゼン、或いはこれらの金属塩
（リチウム、ナトリウム、カリウム、カルシウム、マグネシウム、バリウム、亜鉛等）等
が挙げられる。これらのβ－ジケトン化合物の使用量は、塩素含有樹脂１００質量部に対
して、０．０１～１０質量部が好ましい。０．０１質量部より少ないと充分な添加効果が
得られず、また、１０質量部を超えると添加効果の向上が得られないばかりか、耐熱性が
悪くなる場合がある。
【００３０】
また、上記の絶縁性向上剤としては、特開昭５７－１７７０４０号、特開平５－２６２９
４３号、特開平５－１７９０９０号、特開平９－３２４０８９号公報等に記載されている
非晶性珪酸カルシウム（水和物）、α－ダイカルシウムシリケートハイドレートと水酸化
カルシウムからなる組成物、アルミニウム又はアルカリ土類金属の珪酸塩等が挙げられる
。これらの中でも、非晶性珪酸カルシウム（水和物）が、絶縁性及び耐熱性に優れるので
好ましい。
【００３１】
該非晶性珪酸カルシウム（水和物）としては、トバモライトゲル、ＣＳＨ（Ｉ）、ＣＳＨ
（II）等が挙げられる。該非晶性珪酸カルシウム（水和物）の使用量は、塩素含有樹脂１
００質量部に対して、０．００１～３質量部が好ましく、０．０１～１質量部がより好ま
しい。０．００１質量部より少ないと添加効果が殆ど見られず、３質量部より大きいと耐
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熱性低下や着色が起こる場合がある。
【００３２】
また、上記の各種金属塩としては、例えば、有機酸類又はフェノール類の金属（Ｌｉ、Ｎ
ａ、Ｋ、Ｃａ、Ｂａ、Ｍｇ、Ｓｒ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ａｌ、有機Ｓｎ）塩や有機
リン酸類の金属（Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｃａ、Ｂａ、Ｍｇ、Ｓｒ、Ｃｄ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ａｌ、
有機Ｓｎ）塩等が挙げられ、その使用量は、塩素含有樹脂１００質量部に対し、好ましく
は０．０５～１０質量部である。
【００３３】
該金属塩に用いられる有機酸類としては、例えば、カプロン酸、カプリル酸、ぺラルゴン
酸、２－エチルヘキシル酸、カプリン酸、ネオデカン酸、ウンデシレン酸、ラウリン酸、
ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、１２－ヒドロキシステ
アリン酸、クロロステアリン酸、１２－ケトステアリン酸、フェニルステアリン酸、リシ
ノール酸、リノール酸、リノレイン酸、オレイン酸、アラキン酸、ベヘン酸、エルカ酸、
ブラシジン酸及び類似酸、並びに、獣脂脂肪酸、ヤシ油脂肪酸、桐油脂肪酸、大豆油脂肪
酸及び綿実油脂肪酸等の、天然に産出する上記有機酸の混合物、安息香酸、ｐ－第三ブチ
ル安息香酸、エチル安息香酸、イソプロピル安息香酸、トルイル酸、キシリル酸、サリチ
ル酸、５－第三オクチルサリチル酸、ナフテン酸、シクロヘキサンカルボン酸、アジピン
酸、マレイン酸、アクリル酸、メタクリル酸等が挙げられる。また、上記の金属塩に用い
られるフェノール類としては、例えば、フェノール、クレゾール、エチルフェノール、シ
クロヘキシルフェノール、ノニルフェノール、ラウリルフェノール等が挙げられる。また
、上記の金属塩に用いられる有機リン酸類としては、例えば、モノ又はジオクチルリン酸
、モノ又はジラウリルリン酸、モノ又はジステアリルリン酸、モノ又はジ（ノニルフェニ
ル）リン酸、ホスホン酸ノニルフェニルエステル、ホスホン酸ステアリルエステル等が挙
げられる。
【００３４】
これらの各種金属塩のなかでも、有機酸亜鉛塩及び／又は有機酸アルカリ土類金属塩が、
着色防止性、耐熱性及びコストの点で有利なので好ましい。
【００３５】
また、前記のポリオール類としては、例えば、トリメチロールプロパン、ジトリメチロー
ルプロパン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、ポリペンタエリスリトー
ル、ペンタエリスリトール又はジペンタエリスリトールのステアリン酸ハーフエステル、
ビス（ジペンタエリスリトール）アジペート、グリセリン、トリス（２－ヒドロキシエチ
ル）イソシアヌレート、ソルビトール、マンニトール、トレハロース等が挙げられる。
【００３６】
また、前記のエポキシ化合物としては、例えば、エポキシ化大豆油、エポキシ化亜麻仁油
、エポキシ化桐油、エポキシ化魚油、エポキシ化牛脂油、エポキシ化ひまし油、エポキシ
化サフラワー油等のエポキシ化動植物油、エポキシ化ステアリン酸メチル、エポキシ化ス
テアリン酸ブチル、エポキシ化ステアリン酸－２－エチルへキシル、エポキシ化ステアリ
ン酸ステアリルエステル、エポキシ化ポリブタジエン、トリス（エポキシプロピル）イソ
シアヌレート、エポキシ化トール油脂肪酸エステル、エポキシ化亜麻仁油脂肪酸エステル
、ビニルシクロヘキセンジエポキサイド、ジシクロヘキセンジエポキサイド、３，４－エ
ポキシシクロヘキセンメチルエポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビスフェノール
Ａジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル、グリセリン
ポリグリシジルエーテル、ヘキサンジオールポリグリシジルエーテル、２，２－ジメチル
－１，３－プロパンジオールポリグリシジルエーテル、水添ビスフェノールポリグリシジ
ルエーテル、シクロヘキサンジメタノールポリグリシジルエーテル等が挙げられる。
【００３７】
また、前記の有機ホスファイト化合物としては、例えば、トリフェニルホスファイト、ト
リス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ホスファイト、トリス（２，５－ジ第三ブチルフ
ェニル）ホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスファイト、トリス（ジノニルフェ
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ニル）ホスファイト、 トリス（モノ、ジ混合ノニルフェニル）ホスファイト、ジフェニ
ルアシッドホスファイト、２，２'－メチレンビス（４，６－ジ第三ブチルフェニル）オ
クチルホスファイト、ジフェニルデシルホスファイト、ジフェニルオクチルホスファイト
、ジ（ノニルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、フェニルジイソデシルホ
スファイト、トリブチルホスファイト、トリス（２－エチルヘキシル）ホスファイト、ト
リデシルホスファイト、トリラウリルホスファイト、ジブチルアシッドホスファイト、ジ
ラウリルアシッドホスファイト、トリラウリルトリチオホスファイト、ビス（ネオペンチ
ルグリコール）・１，４－シクロヘキサンジメチルジホスフィト、ビス（２，４－ジ第三
ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，５－ジ第三ブチルフ
ェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ第三ブチル－４－メチ
ルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジクミルフェニル）
ペンタエリスリトールジホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイ
ト、テトラ（Ｃ１２－１５混合アルキル）－４，４’－イソプロピリデンジフェニルホス
ファイト、ビス[２，２’－メチレンビス(４，６－ジアミルフェニル)]・イソプロピリデ
ンジフェニルホスファイト、テトラトリデシル・４，４’－ブチリデンビス(２－第三ブ
チル－５－メチルフェノール)ジホスファイト、ヘキサ（トリデシル）・１，１，３－ト
リス（２－メチル－５－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）ブタン・トリホスファイ
ト、テトラキス（２，４－ジ第三ブチルフェニル）ビフェニレンジホスホナイト、トリス
（２－〔（２，４，７，９－テトラキス第三ブチルジベンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１，３，２〕ジ
オキサホスフェピン－６－イル）オキシ〕エチル）アミン、９，１０－ジハイドロ－９－
オキサ－１０－ホスファフェナンスレン－１０－オキサイド、２－ブチル－２－エチルプ
ロパンジオール・２，４，６－トリ第三ブチルフェノールモノホスファイトが挙げられる
。
【００３８】
また、前記のフェノール系抗酸化剤としては、例えば、２，６－ジ第三ブチル－ｐ－クレ
ゾール、２，６－ジフェニル－４－オクタデシロキシフェノール、ステアリル（３，５－
ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、ジステアリル（３，５－ジ第
三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ホスホネート、トリデシル・３，５－ジ第三ブチル
－４－ヒドロキシベンジルチオアセテート、チオジエチレンビス［（３，５－ジ第三ブチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、４，４’－チオビス（６－第三ブチル
－ｍ－クレゾール）、２－オクチルチオ－４，６－ジ（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒド
ロキシフェノキシ）－ｓ－トリアジン、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－第三
ブチルフェノール）、ビス[３，３－ビス（４－ヒドロキシ－３－第三ブチルフェニル）
ブチリックアシッド]グリコールエステル、４，４’－ブチリデンビス（２，６－ジ第三
ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス（６－第三ブチル－３－メチルフェノー
ル）、２，２’－エチリデンビス （４，６－ジ第三ブチルフェノール）、１，１，３－
トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－第三ブチルフェニル）ブタン、ビス[２－第
三ブチル－４－メチル－６－（２－ヒドロキシ－３－第三ブチル－５－メチルベンジル）
フェニル]テレフタレート、１，３，５－トリス（２，６－ジメチル－３－ヒドロキシ－
４－第三ブチルベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（３，５－ジ第三ブチ
ル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、１，３，５－トリス（３，５－ジ第三
ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２，４，６－トリメチルベンゼン、１，３，５－ト
リス[（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシエチル]イ
ソシアヌレート、テトラキス[メチレン－３－（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロピオネート]メタン、２－第三ブチル－４－メチル－６－（２－アクロイ
ルオキシ－３－第三ブチル－５－メチルベンジル）フェノール、３，９－ビス[２－（３
－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルヒドロシンナモイルオキシ）－１，１－ジメ
チルエチル]－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５．５］ウンデカン、トリエチ
レングリコールビス［β－（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プ
ロピオネート］が挙げられる。
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【００３９】
また、前記の硫黄系抗酸化剤としては、例えば、チオジプロピオン酸の、ジラウリル、ジ
ミリスチル、ミリスチルステアリル、ジステアリルエステル等のジアルキルチオジプロピ
オネート類、及びペンタエリスリトールテトラ（β－ドデシルメルカプトプロピオネート
）等のポリオールのβ－アルキルメルカプトプロピオン酸エステル類が挙げられる。
【００４０】
また、前記の紫外線吸収剤としては、例えば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２
－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフ
ェノン、２－ヒドロキシ－４－第三ブチル－４'－（２－メタクロイルオキシエトキシエ
トキシ）ベンゾフェノン、５，５'－メチレンビス（２－ヒドロキシ－４－メトキシベン
ゾフェノン）等の２－ヒドロキシベンゾフェノン類；２－（２－ヒドロキシ－５－メチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－５－第三オクチルフェニル）ベ
ンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３，５－ジ第三ブチルフェニル）－５－クロ
ロベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－第三ブチル－５－メチルフェニル）
－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－ドデシル－５－メチルフ
ェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３－第三ブチル－５－Ｃ７～９混
合アルコキシカルボニルエチルフェニル）トリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－３、５
－ジクミルフェニル）ベンゾトリアゾール、２，２'－メチレンビス（４－第三オクチル
－６－ベンゾトリアゾリルフェノール）、２－（２－ヒドロキシ－３－第三ブチル－５－
カルボキシフェニル）ベンゾトリアゾールのポリエチレングリコールエステル等の２－（
２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール類；２－（２－ヒドロキシ－４－ヘキシロ
キシフェニル）－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ
－４－メトキシフェニル）－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン、２－（２－
ヒドロキシ－４－オクトキシフェニル）－４，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－
１，３，５－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－アクリロイルオキシエトキシフェ
ニル）－４，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン等の２－
（２－ヒドロキシフェニル）－１，３，５－トリアジン類；フェニルサリシレート、レゾ
ルシノールモノベンゾエート、２，４－ジ第三ブチルフェニル－３，５－ジ第三ブチル－
４－ヒドロキシベンゾエート、２，４－ジ第三アミルフェニル－３，５－ジ第三ブチル－
４－ヒドロキシベンゾエート、ヘキサデシル－３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベ
ンゾエート等のベンゾエート類；２－エチル－２'－エトキシオキザニリド、２－エトキ
シ－４'－ドデシルオキザニリド等の置換オキザニリド類；エチル－α－シアノ－β，β
－ジフェニルアクリレート、メチル－２－シアノ－３－メチル－３－（ｐ－メトキシフェ
ニル）アクリレート等のシアノアクリレート類が挙げられる。
【００４１】
また、前記のヒンダードアミン系光安定剤としては、例えば、２，２，６，６－テトラメ
チル－４－ピペリジルステアレート、１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジ
ルステアレート、２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルベンゾエート、ビス（
２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，
６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１－オクトキシ－２，２，６，
６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、テトラキス（２，２，６，６－テトラ
メチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、テトラキ
ス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）－１，２，３，４－ブタンテ
トラカルボキシレート、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）・ビス
（トリデシル）－１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレート、ビス（１，２，２，
６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）・ビス（トリデシル）－１，２，３，４－ブタ
ンテトラカルボキシレート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル
）－２－ブチル－２－（３，５－ジ第三ブチル－４－ヒドロキシベンジル）マロネート、
１－（２－ヒドロキシエチル）－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジノール／
コハク酸ジエチル重縮合物、１，６－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリ



(9) JP 4204305 B2 2009.1.7

10

20

30

40

50

ジルアミノ）ヘキサン／ジブロモエタン重縮合物、１，６－ビス（２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジルアミノ）ヘキサン／２，４－ジクロロ－６－モルホリノ－ｓ－
トリアジン重縮合物、１，６－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルア
ミノ）ヘキサン／２，４－ジクロロ－６－第三オクチルアミノ－ｓ－トリアジン重縮合物
、１，５，８，１２－テトラキス[２，４－ビス（Ｎ－ブチル－Ｎ－（２，２，６，６－
テトラメチル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジン－６－イル]－１，５，８，
１２－テトラアザドデカン、１，５，８，１２－テトラキス[２，４－ビス（Ｎ－ブチル
－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）アミノ）－ｓ－トリアジ
ン－６－イル]－１，５，８，１２－テトラアザドデカン、１，６，１１－トリス[２，４
－ビス（N－ブチル－Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）アミノ－
ｓ－トリアジン－６－イルアミノ]ウンデカン、１，６，１１－トリス[２，４－ビス（N
－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）アミノ－ｓ－ト
リアジン－６－イルアミノ]ウンデカン、３，９－ビス〔１，１－ジメチル－２－[トリス
（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジルオキシカルボニルオキシ）ブチルカル
ボニルオキシ]エチル〕－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ〔５．５〕ウンデカン
、３，９－ビス〔１，１－ジメチル－２－[トリス（１，２，２，６，６－ペンタメチル
－４－ピペリジルオキシカルボニルオキシ）ブチルカルボニルオキシ]エチル〕－２，４
，８，１０－テトラオキサスピロ〔５．５〕ウンデカン等が挙げられる。
【００４２】
また、前記の無機系安定剤としては、例えば、ハイドロタルサイト、リン酸カルシウム、
酸化カルシウム、水酸化カルシウム、珪酸カルシウム、リン酸マグネシウム、酸化マグネ
シウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、非結晶性アルミノシリケート、ゼオ
ライト結晶構造を有するアルカリ金属及び／又はアルカリ土類金属のアルミノシリケート
、粉末珪酸（シリカ）類、過塩基性炭酸カルシウム、過塩素酸ナトリウム、過塩素酸マグ
ネシウム及び過塩素酸バリウム等が挙げられる。
【００４３】
上記のハイドロタルサイトとは、例えば、下記一般式（Ｉ）で表わされる如く、マグネシ
ウム及び／又はアルカリ金属並びにアルミニウム、或いは、亜鉛、マグネシウム及びアル
ミニウムからなる複合塩化合物であり、結晶水を脱水したものであってもよい。
【００４４】
【化１】

【００４５】
上記のハイドロタルサイトは、ステアリン酸等の高級脂肪酸、オレイン酸アルカリ金属塩
等の高級脂肪酸金属塩、ドデシルベンゼンスルホン酸アルカリ金属塩等の有機スルホン酸
金属塩、高級脂肪酸アミド、高級脂肪酸エステル又はワックス等で被覆されていてもよい
。
【００４６】
上記のハイドロタルサイトは、天然物であってもよく、また合成品であってもよい。該合
成品の合成方法としては、特公昭４６－２２８０号公報、特公昭５０－３００３９号公報
、特公昭５１－２９１２９号公報、特公平３－３６８３９号公報、特開昭６１－１７４２
７０号公報、特開平５－１７９０５２号公報等に記載されている公知の方法が挙げられる
。また、上記ハイドロタルサイトは、その結晶構造、結晶粒子系等に制限されることなく
使用することができる。
【００４７】
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また、前記の充填剤としては、例えば、炭酸カルシウム、シリカ、クレー、ガラスビーズ
、マイカ、セリサイト、ガラスフレーク、アスベスト、ウオラストナイト、チタン酸カリ
ウム、ＰＭＦ、石膏繊維、ゾノライト、ＭＯＳ、ホスフェートファイバー、ガラス繊維、
炭酸繊維、アラミド繊維等が挙げられる。
【００４８】
また、前記の防曇剤としては、例えば、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキ
シエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリエチ
レングリコールモノパルミテート、ポリエチレングリコールモノステアレート、ポリオキ
シエチレンソルビタンモノラウレート、ポリオキシエチレンソルビタンモノパルミテート
、グリセリンモノラウレート、グリセリンモノパルミテート、グリセリンモノステアレー
ト、グリセリンモノオレート、ペンタエリスリトールモノラウレート、ソルビタンモノパ
ルミテート、ソルビタンモノベヘネート、ソルビタンジステアレート、ジグリセリンジオ
レートナトリウムラウリルサルフェート、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ブチ
ルナフタレンスルホン酸ナトリウム、セチルトリメチルアンモニウムクロライド、ドデシ
ルアミン塩酸塩、ラウリン酸ラウリルアミドエチルリン酸塩、トリエチルセチルアンモニ
ウムイオダイド、オレイルアミノジエチルアミン塩酸塩、ドデシルピリジニウム塩等が挙
げられる。
【００４９】
また、前記の防霧剤としては、例えば、アニオン系含フッ素界面活性剤、カチオン系含フ
ッ素界面活性剤、両性含フッ素界面活性剤、ノニオン系含フッ素界面活性剤、含フッ素オ
リゴマー等の含フッ素化合物が挙げられる。
【００５０】
また、前記の安定化助剤としては、例えば、ジフェニルチオ尿素、ジフェニル尿素、アニ
リノジチオトリアジン、メラミン、安息香酸、けい皮酸、ｐ－第三ブチル安息香酸、脂肪
族有機酸が挙げられる。
【００５１】
また、前記の有機スズ化合物としては、例えば、ジブチル錫あるいはジオクチル錫のラウ
レート、マレート、メルカプト、マレートポリマーが挙げられる。
【００５２】
その他の添加剤成分としては、上記に例示した成分以外に、さらに必要に応じて、通常塩
素含有樹脂に使用される添加剤成分、例えば、架橋剤、帯電防止剤、よう変剤、プレート
アウト防止剤、表面処理剤、滑剤、難燃剤、蛍光剤、防黴剤、殺菌剤、金属不活性化剤、
離型剤、顔料、加工助剤、酸化防止剤、光安定剤、発泡剤等を用いることもできる。
【００５３】
本発明の塩素含有樹脂組成物において、その他の添加剤成分の合計使用量は、塩素含有樹
脂１００質量部に対して、通常０～１００質量部である。
【００５４】
本発明のポリエチレン系可塑剤を含有する本発明の塩素含有樹脂組成物の用途としては、
壁材、床材、窓枠、壁紙等の建材；電線被覆材；自動車用内外装材；ハウス、トンネル等
の農業用資材；ラップ、トレイ等の魚食品包装材；塗料、ホース、パイプ、シート、玩具
、手袋等の雑貨等が挙げられる。
【００５５】
【実施例】
　以下、製造例、実施例等をもって本発明を更に詳細に説明する。しかしながら、本発明
は、以下の実施例等によって何ら制限を受けるものではない。
　下記製造例１～３は、本発明のポリエステル系可塑剤の実施例を示すものであり、下記
実施例１～３は、下記製造例１～３それぞれにおいて得られた本発明のポリエステル系可
塑剤を含有する本発明の塩素含有樹脂組成物の実施例を示すものである。また、下記比較
製造例１～２は、３－メチル－１，５－ペンタンジオールを用いずに合成するポリエステ
ル系可塑剤の実施例を示すものであり、下記比較例１～２は、下記比較製造例１～２それ
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ぞれにおいて得られたポリエステル系可塑剤を含有する塩素含有樹脂組成物の実施例を示
すものである。
　尚、下記製造例１～３及び比較製造例１～２において、「平均分子量」は「数平均分子
量」を意味する。
【００５６】
［製造例１］
反応フラスコに、２－メチル－１，３－プロパンジオール１．７モル部、３－メチル－１
，５－ペンタンジオール１．２モル部、アジピン酸３．０モル部、イソノナノール１．１
モル部、及びテトライソプロポキシチタン０．０００５モル部を仕込み、窒素気流下で生
成する水を留去しながら２２０℃で８時間反応させた後、更に、圧力４０００Ｐａ、２２
０℃で１時間反応させて、平均分子量１８００、粘度３０００ｍＰａ・ｓのポリエステル
系可塑剤Ｎｏ．１を得た。
【００５７】
［製造例２］
反応フラスコに、２－メチル－１，３－プロパンジオール１．７モル部、３－メチル－１
，５－ペンタンジオール０．６モル部、ネオペンチルグリコール０．６モル部、アジピン
酸３．０モル部、２－エチルヘキサノール１．２モル部、及びテトライソプロポキシチタ
ン０．０００５モル部を仕込み、窒素気流下で生成する水を留去しながら２２０℃で８時
間反応させた後、更に、圧力４０００Ｐａ、２２０℃で１時間反応させて、平均分子量１
７００、粘度３０００ｍＰａ・ｓのポリエステル系可塑剤Ｎｏ．２を得た。
【００５８】
［製造例３］
反応フラスコに、２－メチル－１，３－プロパンジオン１．８モル部、３－メチル－１，
５－ペンタンジオール０．６モル部、ネオペンチルグリコール０．６モル部、アジピン酸
３．０モル部、１２－ヒドロキシステアリン酸０．３モル部、２－エチルヘキサノール１
．２モル部、及びテトライソプロポキシチタン０．０００５モル部を仕込み、窒素気流下
で生成する水を留去しながら２２０℃で８時間反応させた後、更に、圧力４０００Ｐａで
１時間反応させて、平均分子量１９００、粘度３０００ｍＰａ・ｓのポリエステル系可塑
剤Ｎｏ．３を得た。
【００５９】
［比較製造例１］
反応フラスコに、２－メチル－１，３－プロパンジオール２．９モル部、アジピン酸３．
０モル部、イソノナノール１．１モル部、及びテトライソプロポキシチタン０．０００５
モル部を仕込み、窒素気流下で生成する水を留去しながら２２０℃で８時間反応させた後
、更に、圧力４０００Ｐａ、２２０℃で１時間反応させて、平均分子量１６００、粘度３
０００ｍＰａ・ｓのポリエステル系可塑剤Ｎｏ．４を得た。
【００６０】
［比較製造例２］
反応フラスコに、２－メチル－１，３－プロパンジオール１．７モル部、ネオペンチルグ
リコール１．２モル部、アジピン酸３．０モル部、２－エチルヘキサノール１．１モル部
、及びテトライソプロポキシチタン０．０００５モル部を仕込み、窒素気流下で生成する
水を留去しながら２２０℃で８時間反応させた後、更に、圧力４０００Ｐａ、２２０℃で
１時間反応させて、平均分子量１７００、粘度３０００ｍＰａ・ｓのポリエステル系可塑
剤Ｎｏ．５を得た。
【００６１】
［実施例１～３］
上記製造例１～３それぞれにおいて得られたポリエステル系可塑剤Ｎｏ．１～３を用い、
下記（配合）に従って配合した塩素含有樹脂組成物を、１７０℃、３０ｒｐｍで７分間ロ
ール上で混練した後、１８０℃で５分間プレスして厚さ１ｍｍのシートを作成した。この
シートについて、引張試験（ＪＩＳ　Ｋ７１１３２）及び耐油性試験（ＡＳＴＭ－Ｎｏ．
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２、ｏｉｌ；１００℃、９６時間）を行った。これらの試験結果を表１に示す。
【００６２】
（配合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　重量部
ポリ塩化ビニル樹脂（重合度１０５０）　　　　　　　　１００
ポリエステル系可塑剤（表１の記載参照）　　　　　　　　５０
エポキシ化大豆油　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
アデカスタブ１５００　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５
（旭電化工業社製ホスファイト化合物）
２－エチルヘキサン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２
炭酸バリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２
ｐ－第三ブチル安息香酸亜鉛　　　　　　　　　　　　　　　０．０５
メタトルエン酸亜鉛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０５
ステアリン酸バリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
ステアリン酸亜鉛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４
ハイドロタルサイト；ＤＨＴ－４Ａ（協和化学社製）　　　　０．４
ジベンゾイルメタン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１
ビスフェノールＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１４
【００６３】
［比較例１～２］
ポリエステル系可塑剤として、上記比較製造例１、２それぞれにおいて得られたポリエス
テル系可塑剤Ｎｏ．４、５を用いた以外は、上記実施例１と同様の配合及び方法により作
成したシートについて、上記実施例１と同様にして引張試験及び耐油性試験を行った。こ
れらの結果を表１に示す。
【００６４】
【表１】

【００６５】
表１の結果から明らかなように、本発明のポリエステル系可塑剤を用いた場合、３－メチ
ル－１，５－ペンタンジオールを用いずに合成したポリエチレン系可塑剤を同量で用いた
場合に比べて、充分な引張強さを保持しながら、１００％モジュラスが低く且つ伸びが大
きいことが確認され、本発明のポリエステル系可塑剤は優れた可塑化効率を有しているこ
とが明らかになった。また、本発明のポリエステル系可塑剤を含有する塩素含有樹脂組成
物は、耐油性試験においても、良好な伸び残率及び引張強さ残率を示し、耐油性に優れて
いることが確認された。
【００６６】
【発明の効果】
本発明のポリエステル系可塑剤は、優れた可塑化効率を有し、合成樹脂、特に塩素含有樹
脂に、優れた耐油性を付与できるものである。
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